
悪臭防止法の規制方式変更について 

 １．背景と課題 
現在、恵庭市では、悪臭防止法に基づく規制基準として「特定悪臭物質（22 物質）」の濃度を定め

ていますが、これは悪臭の原因と考えられる 22 物質の濃度を定めるものであるため、これらの物質
以外から発生する悪臭や複合臭等の「都市・生活型」と呼ばれる悪臭を捕捉することができないとい
った側面があります。  
実際に、当市でも市街地でのサービス業から出る臭気への苦情や、臭気指数は非常に高い値が出て

いても物質濃度が基準値内であるため、勧告等の行政指導ができないといったケースが発生してい
ます。環境省では、このような「都市・生活型」も含めた悪臭問題に適切に対応するため、「臭気指
数規制方式」の導入を推進しています。 

２．解決策（案） 
（１） 規制方式を現在の『特定悪臭物質方式』から『臭気指数方式』に変更する。 
（２） 規制基準値を下記のとおり変更する。 

①法第 4条第 1項の規定に基づく敷地の境界の地表における規制基準 
臭気指数10 

②法第 4条第 1項第 2号の規定に基づく煙突その他の気体排出口における規制 
基準 
前号に掲げる値を基礎として、悪臭防止法施行規則（昭和47年総理府令第39号）第6 
条の 2に定める方法により算出して得られる臭気排出強度又は臭気指数 

③法第 4条第 1項第 3号の規定に基づく排出水に含まれる特定悪臭物質の敷地外における規 
制基準 
第 1号に掲げる値を基礎として、悪臭防止法施行規則第6条の 3に定める方法により算 
出して得られる臭気指数 

      ※現行基準は別紙 2参照 

  （３） 規制区域は現行のままとする。 
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                       資料（別紙）  

１． 悪臭防止法の概要 

（１） 目的 
規制地域内の工場・事業場の事業活動に伴って発生する悪臭について必要な規制
を行うこと等により生活環境を保全し、国民の健康の保護に資することを目的と
する。 

（２） 規制地域 
市長は、悪臭を防止する必要があると認める地域を指定する。 
≪恵庭市≫ 
  別紙 1 のとおり【最終変更（追加）：平成 30年 3月 27 日】 

（３） 規制基準 
市長は、規制地域における自然的、社会的条件を考慮して、特定悪臭物質又は臭
気指数の規制基準を定める。規制基準は[1]敷地境界線、[2]気体排出口、[3]排出
水について定める。 
≪恵庭市≫ 
  別紙 2 のとおり（特定悪臭物質方式） 

出典：環境省パンフレット「悪臭防止法 住みよいにおい環境をめざして」 

（４） 改善勧告等の行政措置 
市長は、必要に応じて改善勧告（法 8条第 1項）・改善命令（法 8条第 2項）を行
うことができる。 

（５） 悪臭の測定 
市長は、必要な測定を行わなければならない。 

（６） 測定の委託 
市長は、測定の業務を、臭気測定業務従事者等に委託できる。 
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２． 特定悪臭物質濃度規制と臭気指数規制について 

（１）法の背景 
  昭和 46年制定    特定悪臭物質濃度規制のみ
  平成 7 年一部改正  臭気指数規制導入 

（２）メリット・デメリット 

特定悪臭物質濃度規制 臭気指数規制 

概要 

■生活環境を損なうおそれがある物

質として指定された 22 物質につい

て、許容濃度限度を設定して規制 

■臭気指数（人の嗅覚を用いて悪臭の程度を

数値化したもの）の基準を設定して規制。 

■臭気指数が低いほど、厳しい規制基準にな

る。 

メリット 

■発生源が特定しやすく、濃度とし

て数値化できる 

■精度の確保が容易 

■物質の種類ごとの濃度が定量でき

る 

■人の嗅覚を用いるため住民感覚に近くなる 

■あらゆる「におい」が対象となるため、複

合臭にも対応可能 

■人の嗅覚に対応するだけの検出下限が得ら

れる 

デメリット 
■指定された 22 物質以外は規制の

対象とならない 
■主要成分の寄与率の推測には不向き 

測定費用 相対的に高価 相対的に安価 

分析にかか

る時間 
相対的に長い 相対的に短い 

（３）道内他市の導入事例 
 道内他市では、札幌市と石狩市にて臭気指数規制を導入済。（別紙３） 
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３． 臭気指数規制導入時の基準値の設定について 

（１） 基準値の設定方法 
「臭気指数規制ガイドライン」（環境省）では、下記①・②の考え方で設定するも 
のとされている。 
①臭気指数の基準値の範囲は臭気強度2.5から3.5に相当するものとする。 

    ※「臭気強度」：においの強さを 0 から５までの数値で 6段階に分けて表したもの 

     詳細「別紙 4」参照 

②地域の自然的、社会的条件を考慮 
 既に物質濃度規制基準が設定されている場合は、現在の基準との整合を図る。 
※現在の基準：臭気強度２．５に相当する物質濃度 

詳細「別紙 5」参照 

以上により、基準は「10」から「15」の間で設定する必要がある。 
※数値が小さいほど厳しい 

  （２）基準値の設定 
    ①近隣他市の設定状況 

すでに臭気指数規制を導入している札幌市と石狩市の敷地境界における規制基準
は下表のとおり。 

市町村名 敷地境界における臭気指数 

札幌市  10 

石狩市  10 
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≪札幌市の例≫ 
     ・平成 7年の悪臭防止法の改正によって臭気指数規制が導入される前から、北海 

道の定めた「官能試験法による悪臭防止対策指導要綱」（昭和 59年※別紙 6） 
に基づき、臭気指数「10」を基準として指導を行っていたこと。要綱では、A、 
B、Cそれぞれの基準値を「10」、「14」、「18」としており、札幌市は区域区分 
「A」に該当していたため、基準値は「10」であった。 
・調査の結果、準工業地域の２地点を除くすべての地域で「10未満」であり、こ 
の 2地点に関しても、後日の再調査では、「10未満」の結果が出たことなどか 
ら、「10」を超えることは稀であると考えられたこと。 
※実際に、臭気指数規制導入直前の 3か年（Ｈ7～Ｈ9）では、187 件のすべて 
の悪臭苦情に対し、臭気指数が「10」～「15」であったのは 3件（1.6％）であ 
った。 
・なお、直近のH29 年度から R1 年度における札幌市の悪臭相談の総数は 190 件 
で、うち臭気測定に至ったものは 2件（うち 1件は別日に再度測定を実施）。 
合計 3回の臭気測定のうち、基準を超過したのは 1回（0.5％）で、臭気指数 
は 11 であった。 

②恵庭市における「官能試験法による悪臭防止対策指導要綱」の適用状況 
恵庭市においても、北海道の「官能試験法による悪臭防止対策指導要綱」の中で、 
指導基準「10」（区域区分「A」）が適用されていた。 

③恵庭市内での近年の対応状況 
市で悪臭苦情を受けた場合は、現場確認・同様の苦情の有無・経過等を十分に勘案 
した上で必要があると判断した場合に臭気測定を実施する。その中で、基準超過が 
あった場合には悪臭防止法に基づく改善勧告や改善命令を行うが、近年、市内の悪 
臭苦情によって、実際に臭気測定に至ったのは、「複合肥料作成工場」（臭気指数 11 
相当）に関連するものが数回あるのみで、その他の業種で臭気測定に至ったケース 
はない。また、この「複合肥料作成工場」での臭気測定の結果についても、特定悪 
臭物質濃度は「超過あり」と「超過なし」の両方がみられ、基準のボーダー上にあ 
る状況である。 

（３）規制区域について 
  本市では、工業地域等と住宅地が隣接しており、工業地域等内の事業場からの悪臭が 
たびたび問題になっていることから、規制区域は現行どおりとし、全域で一律の基準値 
を適用する必要がある。 
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４． その他 

 （１）導入手順 
臭気指数規制を導入する場合は下記の事務手続きが必要 
・公示
・その他、住民・事業者への周知・啓発等 

（２） 経過措置（悪臭防止法第 8条） 
次のとき、その日から 1年間は改善命令を発動することができない。今回、業種
によって、③に該当する場合がある。 
① ある事業場の存する地域が新たに規制地域となったとき 
② ある事業場において発生する悪臭原因物の排出についての規制基準が新たに 
設けられたとき 

③ ある事業場において発生する悪臭原因物の排出についての規制が強化され 
たときで、その排出が強化される前の規制基準に適合している場合 





恵庭市告示第 ５3 号

悪臭防止法に基づく規制地域の指定等

悪臭防止法（昭和 46年法律第 91号。以下「法」という。）第 3条の規定による工場その
他の事業場における事業活動に伴って発生する特定悪臭物質の排出を規制する地域（以下

「規制地域」という。）及び第 4条第 1項の規定による特定悪臭物質の規制基準を次のとお
り定め、平成 24年 4月 1日より施行する。

平成 24年 3月 30日

恵庭市長 原 田  裕

１ 規制地域

 規制区域を次の図のとおり指定する。

（「次の図」は、省略し、恵庭市生活環境部環境課に備え置いて縦覧に供する。）

２ 規制基準

(1) 法第 4条第 1項の規定に基づく敷地の境界の地表における規制基準

                    規制基準 

規制物質 

基準値 

ア ン モ ニ ア ｐｐｍ 1 

メ チ ル メ ル カ プ タ ン ｐｐｍ 0.002 

硫 化 水 素 ｐｐｍ 0.02 

硫 化 メ チ ル ｐｐｍ 0.01 

二 硫 化 メ チ ル ｐｐｍ 0.009 

ト リ メ チ ル ア ミ ン ｐｐｍ 0.005 

ア セ ト ア ル デ ヒ ド ｐｐｍ 0.05 

プ ロ ピ オ ン ア ル デ ヒ ド ｐｐｍ 0.05 

ノルマルブチルアルデヒド ｐｐｍ 0.009 

イ ソ ブ チ ル ア ル デ ヒ ド ｐｐｍ 0.02 

ノルマルバレルアルデヒド ｐｐｍ 0.009 

イ ソ バ レ ル ア ル デ ヒ ド ｐｐｍ 0.003 

イ ソ ブ タ ノ ー ル ｐｐｍ 0.9 

酢 酸 エ チ ル ｐｐｍ 3 

メ チル イ ソ ブチルケ ト ン ｐｐｍ 1 

ト ル エ ン ｐｐｍ 10 

別紙2



ス チ レ ン ｐｐｍ 0.4 

キ シ レ ン ｐｐｍ 1 

プ ロ ピ オ ン 酸 ｐｐｍ 0.03 

ノ ル マ ル 酪 酸 ｐｐｍ 0.001 

ノ ル マ ル 吉 草 酸 ｐｐｍ 0.0009 

イ ソ 吉 草 酸 ｐｐｍ 0.001 

(2) 法第 4条第 1項第 2号の規定に基づく煙突その他の気体排出口における規制基準
(1)で定める規制基準を基礎として悪臭防止法施行規則（昭和 47年総理府令第 39号。

 以下「環境省令」という。）第 3条に定める方法により、特定悪臭物質（メチルメルカプ
タン、硫化メチル、二硫化メチル、アセトアルデヒド、スチレン、プロピオン酸、ノルマ

ル酪酸、ノルマル吉草酸及びイソ吉草酸を除く。）の種類ごとに算出して得た流量。

(3) 法第 4条第 1項第 3号の規定に基づく排出水に含まれる特定悪臭物質の敷地外におけ
る規制基準

(1)で定める規制基準を基礎として環境省令第 4 条に規定する方法により算出したメチ
ルメルカプタン、硫化水素、硫化メチル及び二硫化メチルの種類ごとの排出水中の濃度の

値。ただし、メチルメルカプタンは、環境省令第 4 条の規定により算出した排出水中の
濃度の値が１リットルにつき 0.002 ミリグラム未満の場合は、１リットルにつき 0.002
ミリグラムとする。

 備考 特定悪臭物質の測定は、昭和 47 年 5 月 30 日環境庁告示第 9 号に定める方法に     
よることとする。





一連
番号

市町村名 部局（所）課名 ①規制方式 ②変更予定 備 考

1 札幌市 環境局環境都市推進部環境対策課 臭気指数 なし 内容は、環境省等、ＨＰ掲載のとおり

2 函館市 環境部環境対策課 特定悪臭物質 なし

3 小樽市 生活環境部環境課環境グループ 特定悪臭物質 なし

4 旭川市 環境部環境指導課 特定悪臭物質 なし

5 室蘭市 生活環境部環境課 特定悪臭物質 なし

6 釧路市 市民環境部環境保全課 特定悪臭物質 なし

7 帯広市 市民環境部環境都市推進課 特定悪臭物質 なし

8 北見市 市民環境部環境課 特定悪臭物質 なし

9 夕張市 市民課環境生活係 特定悪臭物質 なし

10 岩見沢市 環境部環境保全課環境保全係 特定悪臭物質 なし

11 網走市 市民環境部生活環境課 特定悪臭物質 なし

12 留萌市 都市環境部環境保全課環境保全係 特定悪臭物質 なし

13 苫小牧市 環境衛生部環境保全課 特定悪臭物質 なし

14 稚内市 環境水道部くらし環境課衛生グループ 特定悪臭物質 なし

15 美唄市 生活環境課環境係 特定悪臭物質 なし

16 芦別市 市民福祉部市民課環境衛生係 特定悪臭物質 なし

17 江別市 生活環境部環境室環境課 特定悪臭物質 なし

18 赤平市 市民生活課生活環境交通係 特定悪臭物質 なし

19 紋別市 市民生活部環境生活課環境保全係 特定悪臭物質 なし

20 士別市 市民部環境生活課環境係 特定悪臭物質 なし

21 名寄市 市民部環境生活課 特定悪臭物質 なし

22 三笠市 市民生活課 特定悪臭物質 あり

23 根室市 市民福祉部市民環境課 特定悪臭物質 なし

24 千歳市 市民環境部環境課 特定悪臭物質 なし

25 滝川市 くらし支援課 特定悪臭物質 なし

26 砂川市 市民部市民生活課生活交通係 特定悪臭物質 なし

27 歌志内市 市民課環境交通グループ 特定悪臭物質 なし

28 深川市 建設水道部環境課 特定悪臭物質 なし

29 富良野市 市民生活部環境課 特定悪臭物質 なし

30 登別市 市民生活部環境対策グループ 特定悪臭物質 なし

31 伊達市 経済環境部環境衛生課 特定悪臭物質 なし

32 北広島市 市民環境部環境課 特定悪臭物質 なし

悪臭防止法_規制状況調査 別紙３



33 石狩市 環境市民部環境保全課 臭気指数 なし

34 北斗市 市民部環境課 特定悪臭物質 なし



 別紙 4  

≪臭気強度（6段階臭気強度表示法）≫ 

≪業種ごとの臭気強度と臭気指数の関係≫ 

※臭気指数規制ガイドライン（H13 年 3月 環境省）より 
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. .
  0.1   0.6    1   2    5  1 10  4 10 

  0.0001  0.0007  0.002  0.004   0.01   0.03   0.2  

 0.0005  0.006  0.02  0.06   0.2   0.7   8 

  0.0001  0.002  0.01  0.05   0.2   0.8  2 10  
  0.0003  0.003  0.009  0.03   0.1   0.3   3  

  0.0001  0.001  0.005  0.02   0.07   0.2   3  

  0.002  0.01  0.05  0.1   0.5   1  1 10  

  0.03  0.2  0.4  0.8   2   4  2 10  SBR
 FRP

  0.002  0.01  0.03  0.07   0.2   0.4   2  
  0.00007  0.0004  0.001  0.002   0.006   0.02   0.09 

  0.0001   0.0005  0.0009  0.002   0.004   0.008   0.04 
  0.00005   0.0004  0.001  0.004   0.01   0.03   0.3 

  0.9   5  1 10  3 10  6 10  1 102  7 102

  0.1  0.5  1  2  5  1 10  5 10 
  0.3  1  3  7  2 10  4 10  2 102

  0.2  0.7  1  3  6  1 10  5 10 
  0.01  0.2  0.9  4  2 10  7 10  1 103

  0.002  0.02  0.05  0.1  0.5  1  1 10 
  0.0003  0.003  0.009  0.03  0.08  0.3  2 

  0.0009  0.008  0.02  0.07  0.2  0.6  5 
  0.0007  0.004  0.009  0.02  0.05  0.1  0.6 

  0.0002  0.001  0.003  0.006  0.01  0.03  0.2 
2.5 3.5
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別紙5

現行規制値と臭気強度の関係

※廃棄物処理施設生活環境影響調査指針（H18年9月　環境省）より



官能試験法による悪臭対策指導要綱

昭和５９年３月

北海道生活環境部

別紙6



官能試験法による悪臭対策指導要綱

第１ 目的

 この要綱は、工場その他の事業場（以下「工場等」という。）における事業活動に伴って

発生する不快な臭気（以下「悪臭」という。）により周辺の生活環境が損われている場合に、

悪臭防止に係る行政指導の効果的な推進を図るため、官能試験法による悪臭の測定及び評

価方法並びに道及び市町村の役割を示し、もって住民の生活環境の保全に資することを目

的をする。

第２ 対象地域

この要綱は、悪臭防止法（昭和４６年法律第９１号）第３条の規定に基づき指定された

地域（以下「対象地域」という。）について適用する。

第３ 悪臭の測定

悪臭の測定は、別添「三点比較式臭袋法実施要領」によるものとする。

第４ 指導基準値

１ 対象地域内における悪臭防止対策の指標となる値（以下「指導基準値」という。）は、

別表１のとおりとする。

２ 市町村は、前項の規定にかかわらず、地域の実態により必要に応じ道と協議の上、

別途指導基準値を定めることが出来るものとする。

第５ 改善措置の指導

対象地域内の工場等から発生する悪臭が、指導基準値に適合しないことにより、周辺の

生活環境が損われていると認めるときは、当該工場等を設置している者に対し、相当の期

限を定めて、悪臭を防止するために必要な改善措置の実施について指導するものとする。

第６ 道の役割

道は、次の各号に揚げる事項を実施するものとする。

１ この要綱の施行に関し、対象地域を有する市町村に対する指導助言

２ 官能試験法による悪臭の測定及び評価方法に関する調査研究

第７ 市町村の役割

対象地域を有する市町村は、次の各号に揚げる事項を実施するものとする。

１ 悪臭の測定及び評価

２ 事業者に対する指導基準値の遵守指導

３ 悪臭の防止に関する改善措置の指導



第８ 報告

市町村は、本要綱に基づく測定結果及び指導状況について、各年度終了後、道に報告す

るものとする。

第９ 改定

道は、悪臭及び官能試験法に係る知見の集積に努め、これらの知見を基に、この要綱に

ついて必要な改定を行うものとする。

附則

この要綱は、昭和５９年７月１日から適用する。



別表 1 
要綱第４に定める指導基準値は次のとおりとする。

第１ 工場等の敷地境界における指導基準値

区域区分 臭気指数

A １０

B １４

C １８

第２ 工場等の気体排出口における指導基準値

区域区分 臭気指数

A ３０

B ３４

C ３８

注１ 区域区分（ A, B, C ）は、悪臭防止法に基づき北海道知事が定めた区域区分である。
   （札幌市に係る規制地域は、A区域とみなす。）

注２ 臭気指数とは、においのある空気を無臭の空気で臭気の感じられなくなるまで希釈

した場合の当該希釈倍数（臭気濃度）を次のように変換したものである。

Z＝１０ log Y      Y 臭気濃度
Z 臭気指数

注３ 気体排出口とは、大気中に悪臭を排出している煙突、換気口等の排出口をいう。


